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第５章 重点施策 

重点施策❶   権利擁護支援の推進  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○障がいのある人、認知症高齢者等の支援を必要とする人の権利擁護を図るため、

近隣市町と共同して権利擁護支援センターを設置し運営します。 

図表５－１ 権利擁護支援センターの運営組織体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本市における権利擁護の取り組みとしては、成年後見制度利用支援事業による成

年後見制度の申立経費等の一部助成、介護保険制度における地域包括支援センター

による権利擁護支援事業、社会福祉協議会による日常生活自立支援事業などがあり

ます。 

「施設・病院から地域へ」という流れの中、障がいのある人が「親亡き後」も地

域で安心して暮らし続けるためには、権利擁護支援の充実が不可欠です。障がいの

ある人の財産管理や経済的トラブルへの対応などの法的支援に加え、日常生活にお

ける支援など幅広い支援が求められています。 

また、今後、高齢化・長寿化が一層進み、認知症高齢者が増加することから、高

齢者施策においても権利擁護は重要課題の１つとなっています。 

現状と課題 

 

共同設立市町の行政職員による

協議の場 

①委託事業の内容の協議 

②予算決算の承認  等 

 

運営協議会 
 

弁護士、司法書士、社会福祉士、精神保健福祉

士、行政職員などによる検討の場 

①法人受任の可否 

②受任案件の後見業務の確認 

③市民後見人の選任  等 

 

適正運営委員会 

 

尾張北部２市２町の 

①知的障がい者・精神障がい者・認知症高齢者の家族および支援者 

②障がい者相談支援センター、地域包括支援センター 

③行政  等 

 
特定非営利活動法人 

尾張北部権利擁護支援センター 
 

小牧市 

岩倉市 

大口町 

扶桑町 

 
支援 

 
相談 

 
委託 

取り組み 
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○権利擁護支援センターは、ＮＰＯ法人への委託を予定しており、適正運営委員会

及び運営協議会を設置し、事業を適正かつ円滑に推進していきます。 

○権利擁護支援センターは、主に権利擁護に関する相談支援、利用支援、普及啓発

等を行います。また、市民後見人の養成なども、体制を整備しながら段階的に実

施していくこととします。 

○委託するＮＰＯ法人において、独自業務として法人後見を行います。 

図表５－２ 権利擁護支援センターの事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○国の成年後見制度利用促進基本計画を踏まえ、センターを「権利擁護支援の地域

連携ネットワーク」の中核機関として位置付けます。 

○障がいのある人が地域で自立した暮らしが送れるよう、生活支援員による福祉サ

ービスの利用援助や日常的金銭管理を行う日常生活自立支援事業については、社

会福祉協議会と協力して、制度の周知を図るとともに、潜在的ニーズを掘り起こ

し、利用に結びつけていきます。 

 

指    標 
基準値 

(Ｈ29) 

目指す方向性 

(Ｈ35) 

尾張北部権利擁護支援センターにおける権利擁護に関する相談件数 － 

 

指 標 

段階的に実施するもの 

 

６．市民後見人養成研修及びフォロー 

７．虐待対応 

 

法人後見受任（後見報酬） 

 

ＮＰＯ法人としての独自業務 

１．一般相談 

①電話相談 

②面談相談 

③巡回相談 

 

２．利用支援 

①申立て支援 

②親族後見人への

助言など 

 

③巡回相談 

 

３．普及啓発 

①市民向け学習会 

②関係者向け講習 

５．法律職等とのネット

ワーク事業 

 

４．要援護者への支援 

①家族、関係者との相談面接 

②ケース会議の開催および参加 

・制度利用の必要性の検討、申立類型、権限等の検討 

・支援の枠組みの検討（支援計画作成、関係者の役割分担） 

 

権利擁護支援センターの受託業務 
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重点施策❷   地域生活支援拠点の充実  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○本市においては、複数の機関が分担し、連携して機能を担う体制の整備（面的整

備）を推進します。 

○緊急時の受け入れについては、市内の入所施設と連携しながら、受け入れ態勢の

構築を図ります。 

 

図表５－３ 地域生活支援拠点のイメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

自立支援協議会など 

 

❹専門的人材の確保・養成 

❺地域の体制づくり 
❷体験の場や機会 

 

 

日中活動サービス事業所など 

❸緊急時の受入・対応 

 

短期入所事業所など 

❶相談機能 

 

相談支援事業所など 

障がいのある人が住み慣れた地域で安心して暮らしていけるよう様々な支援を切

れ目なく提供できる仕組みを構築するため、地域支援のための拠点の整備や、地域

の事業者が機能を分担して面的な支援を行う体制等の整備が求められています。 

求められる機能としては、障がいのある人の地域生活支援をさらに推進する観点

から、①相談、②体験の機会・場、③緊急時の受け入れ・対応、④専門的人材の確

保・養成、⑤地域の体制づくり、の５つがあげられています。 

現状と課題 

取り組み 
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図表５－４ 地域生活支援拠点の機能別状況 

機 能 整備状況 現状（主なもの） 

❶相談機能 

 

市内５事業所へ相談支援事業を委託し、相

談体制を整えています。 

❷体験の場や機会 

 

グループホームを活用することにより、体

験の機会･場を提供しています。 

❸緊急時の受入・対応 未  

❹ 専 門 的 人 材 の 確

保・養成 

 

自立支援協議会において、各種研修を実施

することにより、相談員および支援員等の

スキルアップを図っています。 

❺地域の体制づくり 

 

自立支援協議会および各連絡会において、

地域の課題の抽出と体制づくりについて検

討しています。 

 

○市内には、５つの相談支援事業所があり相談業務を行っていますが、相談内容の

複雑、多様化に対応していくためにも、引き続き相談支援体制の充実を図ります。 

○グループホームの事業所運営の安定化を図る観点から、小牧市障害者共同生活援

助事業費補助金など、継続して助成を行います。 

○市内の入所施設と連携を図ることにより、緊急時の受入態勢を整えます。 

○自立支援協議会において、各種研修会を実施することで、専門的人材の確保・育

成に努めます。 

○自立支援協議会において、地域の課題を抽出し、課題解決に向けた検討を進めま

す。 

 

指    標 
基準値 

(Ｈ28) 

目標値 

(Ｈ35) 

地域生活支援拠点の整備 ０か所 １か所 

 

 

 

 
市内の入所施設と

連携を図ることに

より、緊急時の受

入態勢を整えま

す。 

（施設と市におい

て、緊急時受入態

勢の委託契約もし

くは協定書の締結

を想定していま

す）。 

済 

済 

済 

済 

指 標 
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重点施策❸   相談支援の充実  

 

 

 

 

 

 

 

 

○相談が増加し、相談内容も複雑・多様化して困難事例が多くなってきていること

から、これらに対応できるよう、障害者基幹相談支援センターの設置を検討しま

す。 

○障害者相談支援専門員等の質の向上を目指した研修の開催等により、相談支援事

業者の人材育成を促進するなど、市内の相談支援体制の充実を図ります。 

図表５－５ 基幹相談支援センターの役割のイメージ 

 

基幹相談支援センターは、地域の相談支援の拠点として総合的な相談業務（困難事例の対応、相談

支援事業所への助言等）を実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

複雑、多様化している相談に対応していくためには、地域の障がい者の支援体制

で課題となっていることについて情報共有、連携の緊密化を図り、地域の支援体制

の充実を図ることが必要です。 

また、相談員の質の向上を図るため、相談支援事業者の人材育成が求められてい

ます。 

現状と課題 

取り組み 

・入所施設や精神科病院

への働きかけ 

・地域の体制整備に係る

コーディネート 

 
相談支援専門員、社会福祉士、

精神保健福祉士、保健師等 

基幹相談支援センター 

相談支援事業者 

連携 

あさひ学園 
保健センター 

連携 

総合相談・専門相談 

障がいの種別や各種ニーズに対応する 

・総合的な相談支援の実施 

・専門的な相談支援の実施 

地域の相談支援体制の強化の取組 

・相談支援事業者への専門的指導、助言 

・相談支援事業者の人材育成 

・相談機関との連携強化の取組 

地域移行・地域定着 

権利擁護支援センター 

権利擁護 
 
・成年後見制度利用支援事業 
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○市社会福祉協議会のふれあい総合相談センターを中心として市内５か所の事業

所において一般相談支援を行います。 

○65歳以上の高齢者に関する相談については地域包括支援センターと連携を図り

ます。 

 

指    標 
基準値 

(Ｈ28) 

目指す方向性 

(Ｈ35) 

委託相談支援事業所における相談件数 9,820 人 

 

 

 

指 標 


